


















































































































































































































































































































































　⒂ 本評価研究は，総務省が中心となり，有意抽出した 26都道府県を対象地域に，2005年 8月から 11月まで
を実地調査期間として行われたものである。評価及び効果検証の研究手法であるが，以下の 5つの手段に依っ
ている
 ① 少年人口 1,000人当たり（以下，人口比）の検挙・補導人員の増減により，少年非行の全国的な動向と調
査対象 26都道府県における動向を把握・分析
 ②少年の非行対策に関する国の行政コストを把握・整理
 ③ 少年の非行対策に携わる関係行政機関等の実務者 1万人に対するアンケート調査の結果により，行政が力
を入れるべき対策の重要度と実現度，関係行政機関の連携状況に関する意見等を把握・分析
 ④ 少年の非行対策について，調査対象 26都道府県において効果を挙げている事例を把握・分析



















  調査対象 26都道府県中 24都道府県（92％）が，サポートチームに対して，効果的な事例を報告している。
　21 同上，p. 73.
　22 同上，pp. 73–74.
　23 これらの結論は，あくまでも推測であることに注意が必要である。本文中にも述べたが，環境因子の影響
135学校を基盤とした多機関連携による生徒指導の展開（宮古）
を統制できていない状況で，安易に施策の有効・無効を断定するべきではない。また，多数の少年非行施策
を 6施策という非常に大きな枠組みで捉えたことも研究の限界として指摘できよう。例えば，「再非行（再犯）
の防止対策」の領域には，保護観察と少年院の矯正教育が一緒くたにされているが，両者の実践の形態及び
手法は大きく異なり，同じ範疇で論じるべきではない。本評価研究を足掛かりとして，さらに各種施策を細
分化し，評価及び効果検証を進めていくべきである。
　24 森田洋司「いま，なぜ「行動連携」なのか―学校における問題行動への対応のあり方と地域社会―」『犯罪
と非行』，第 143号，財団法人日立みらい財団，2005，pp.4–22。
